



































































































































対象 配票件数 回収件数 回収率(%)■
都道府県 26 23 88.5
政令指定都市 12 ll 91.7
東京23区 23 23 100.0
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取り組み 蔀道府 政令持 東京23市町村(1万 市町村(1万 全体
県 定都市 区 戸以上) 戸未演) (%)
各種綱査.研究 30.4 90.9 82.6 45.8 20.0 46.6
規準.モデル作成 0.0 3.0 1.4 0.0 0.0 0.6
管理組合への情報捷供 78.3 100.0 78.3 37.8 17.1 53.4
セミナー .耕演金開催 65.2 81.8 60.9 20.8 5.7 38.8
交流会開催､学習支壌 17.4 45.5 34.8 4.2 ll.4 19.0
専門家育成 8.7 9.1 0.0 0.0 0.0 2.6
専門家派遣 4.3 18.2 43.5 8.3 5.7 14.7
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金 貞仁 ･梶浦 恒男 ･藤田 忍
要旨 :本研究は､分譲マンションに対する国､地方自治体､管理組合団体の取り組みを把握し､社会支援のこれまでの
傾向を明らかにすることによって､今後の社会的支援システム構築のためめ課題を明確にすることを試みている｡
マンション管理に対する行政施策の発展過程は､①マンション販売指導期②管理問題指導期③維持管理指導期④地方
自治体施策展開期⑤マンション管理の法律制定期の5つの時期に分かれる｡ 行政による支援の発展過程の特徴は､当初
問題が発生してから国主導で解決する丁問題後追い型｣から各部門の連携をはかり､根本的問題を解決しようとする
｢問題事前対応型｣を志向しつつある｡
地方自治体の中では都道府県や政令指定都市より市町村レベルの取り組みが充分ではないことがわかり､市町村レベ
ルの積極的な取り組みが求められる｡
今後は､居住者の要望を調べ､マンション管理に対する公的対応の必要性を明確にし､社会的支援のシステムを確立
させることが必要である｡
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